
R4事務事業・組織対応表（R3実施事業）

施策名【子育て支援・児童福祉】

3.安心できる
出産、子育
て環境の整
備

2.子育て支
援・児童福祉

(1) 子育て支援サービス
の充実 4321-1 1 児童福祉医療給付事業 国保医療課 医療給付係 通常

4321-2 2 家庭児童相談室運営事業
子育て支援
課

子育て支援
係

簡易

4321-3 3 子育て支援事業
子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4321-4 4 つどいの広場事業
子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4321-5 5 要保護児童対策事業
子育て支援
課

子育て支援
係

簡易

4321-6 6 学童保育事業
子育て支援
課

子育て支援
係

簡易

4321-7 7 児童手当支給事業
子育て支援
課

子育て支援
係

簡易

4321-8 8 チャイルドライン推進事業
子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4321-9 9 オールマイティ１年生事業
子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4321-10 10 臼田児童手当支給事業 臼田支所 市民係 簡易

4321-11 11 浅科児童手当支給事業 浅科支所 市民係 簡易

4321-12 12 浅科地域子育て支援事業 浅科支所
高齢者児童
福祉係

通常

4321-13 13 望月児童手当支給事業 望月支所 市民係 簡易

（2） 保育サービスの充実

4322-1 14 保育料管理事業
子育て支援
課

保育係 通常

4322-2 15 保育所入退所事業
子育て支援
課

保育係 簡易

4322-3 16 公立保育所給食事業
子育て支援
課

保育係 通常

4322-4 17 保育所職員等研修事業
子育て支援
課

保育係 通常

4322-5 18
公立保育所会計年度任用職
員配置、賃金等算定及び支
払事業

子育て支援
課

保育係 簡易

4322-6 19 保育キーパー事業
子育て支援
課

保育係 通常

4322-7 20 通園費補助事業
子育て支援
課

保育係 通常

4322-8 21
私立保育所委託等事業（私
立保育園入所児童口腔衛生
指導の業務を除く）

子育て支援
課

保育係 簡易

4322-9 22
公立保育所保育事業（公立
保育園入所児童口腔衛生指
導の業務を除く）

子育て支援
課

保育係 簡易

4322-10 23 保育施設等整備事業
子育て支援
課

保育係 簡易

事務事業 課 係
管理
方法

備考章 節 施策 主要施策
事務
事業
コード

事
業
数

4.豊かな暮
らしを育む
健康長寿
のまちづくり



R4事務事業・組織対応表（R3実施事業）

3.安心できる
出産、子育
て環境の整
備

2.子育て支
援・児童福祉

（2） 保育サービスの充実

4322-11 24
保育施設改修・維持管理事
業

子育て支援
課

保育係 簡易

4322-12 25 障害児保育事業
子育て支援
課

保育係 簡易

4322-13 26 長時間保育事業
子育て支援
課

保育係 簡易

（3） 児童館の整備と運
営 4323-1 27 児童遊園遊具設置事業

子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4323-2 28 児童館管理運営事業
子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4323-3 29
野沢児童館・子育て支援拠点
施設整備事業

子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4323-4 30 子ども未来館管理事業
子育て支援
課

子育て支援
係

通常

4.豊かな暮
らしを育む
健康長寿
のまちづくり

章 節 施策 主要施策
事務
事業
コード

事
業
数

事務事業 係 備考課
管理
方法



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 児童福祉医療給付事業 事務事業コード 4321-1

担　当 市民健康 部 国保医療 課 医療給付 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

満１８歳の年度末までの子ども、母子家庭の母子等、父子家庭の父子が病気になったときに福祉医療費
給付金を支給することにより、早期適切な受療及び医療費の家計への負担の軽減を図られ、もって福祉
の増進に寄与している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

【児童福祉医療費給付金】
・事業対象となる、出生から満１８歳の年度末までの子どもについては、原則出生・転入時に、また、母
子家庭の母子等、父子家庭の父子は状況を把握した際に申請書を提出いただき、受給要件を確認のう
え福祉医療費受給者証を交付する。
・子ども福祉医療費給付は、現物給付方式で行い、医療機関の窓口では給付金の支給があったものとし
て計算し、月500円まで（受給者負担金）の支払とする。
・子ども以外は、従来どおり自動給付方式で行い、医療機関の窓口で自己負担分の支払いを行う。その
後、レセプトデータにより自己負担分から高額療養費等他法令からの給付金および、1レセプト当たり500
円を控除して福祉医療費を支給する。また、県外受診分等については、子どもを含め従来どおり償還払
方式で行い、医療機関の窓口では自己負担分を支払い後、領収書等により支給申請が必要となる。
【未熟児養育医療】
・出生時の体重が2000ｇ以下、または身体の発育が未熟なまま出生した１歳未満の乳児が入院による治
療を必要とする場合、その保護者の申請により養育に必要な医療に要する費用を、診療報酬の審査機
関を通じて指定養育医療機関へ支払う。
・保護者又は扶養義務者の負担能力に応じて一部負担金額を決定し、その者から費用の徴収を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 佐久市福祉医療費給付金条例

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

9,263 9,263

1.00 人 7,000

506 時間

336,640 387,054 385,400

時間 763

394,663

495

1.25 人 8,500 1.25 人 8,500

628 時間 763 628

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

108,257 103,754

251,253 288,060 290,909

92,882

344,135 396,317 394,663

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

344,135 396,317

財源合計

7,495

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

福祉医療費給付金の給付は、適正に行われた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

・子ども福祉医療費は現物給付であるが、子ども以外は従来どおり償還払い方式であり、支給方法が異
なっているため、県に対して、全ての市町村が統一方針の下、足並みを揃えて実施できるよう要望を行っ
ていく。
・ひとり親家庭を対象とした福祉医療費給付金は所得制限を設けていることから、未申告者への申告勧奨
や８月の一斉更新時には適正に審査し、受給者証の交付及び医療費の給付を速やかに行う。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

・福祉医療費給付の未申請者を無くすため、児童手当、児童扶養手当事務を担当している子育て支援課
や、出生届を受理する市民課と協力・連携し、福祉医療費給付の該当者の拾い出しやパンフレットなどを
用いて制度の周知を図る必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

福祉医療費支給率
申請に対する給付費支
給率

～令和 年度 令和

実施主体は市であり、受給要件等の確認作業は、住民基本台帳情報、税情報、診療報酬
情報に基づくため、市が実施することが必要である。

100 100

目標

実績

100

100 100

99.3

100

100

・福祉医療受給者証の交付者数及び支給件数　①子ども　（14,781人）、支給件数（146,709件）
　②母子家庭の母子等（1,870人）、支給件数（19,339件）　　③父子家庭の父子（92人）、支給件数（741
件）
・未熟児養育医療受給者数及び支給額　　受給者数 26人、支給額7,195,240円
・令和3年8月から柔道整復施術療養費が現物給付方式となったため、該当者全員に受給者証の交付を
及び変更点の周知を実施した。

令和 3

福祉医療費支給申請件
数
福祉医療費給付の状況
を示すため、福祉医療
費の支給に係る申請件
数を指標とする。 ％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

168,000

86.9

単位

166,789

168,000 168,000

令和 2 令和 4 年度

145,979



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 家庭児童相談室運営事業 事務事業コード 4321-2

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

児童を取り巻く様々な問題の相談に応じ、家庭での適正な児童養育や人間形成に向けて、適切なアドバ
イスを受けられ、安心して子どもを育てられる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・家庭相談室：佐久市子ども特別相談員　午前９時～午後４時（月～金）
・児童館：児童館長　午後１時～午後４時（月～金）
上記において面談及び電話相談に応じる。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 児童福祉法第10条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

4,426 4,481

0.14 人 980

1404 時間

143 89 192

時間 2,781

4,673

2,612

0.25 人 1,700 0.25 人 1,700

1452 時間 2,726 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

3,735 4,515 4,673

0

3,735 4,515 4,673

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

3,735 4,515

財源合計

3,592

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 子育て支援事業 事務事業コード 4321-3

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

子育てに対する親の悩みや不安が解消され、子育て環境の充実が図られるている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

利用者支援事業及び子育てサロン事業の実施
・利用者支援事業、サングリモ中込において子育て支援コーディネーターが子育てに関する情報提供や相談に応
じる。木曜を除く毎日実施（祝日、年末年始はお休み）。
・保育士、栄養士、保健師等を子育て相談員に委嘱し、小学生が利用しない午前中の児童館で保護者が幼児とと
もに過ごしつつ、子育てに対する悩み、不安の解消を図り、育児の楽しさを見出すことを目的に「子育てサロン」を
開催する。
・市広報誌や乳幼児健診時に事業の周知を図る。
開催会場：市内１８児童館（下越児童館除く）及びあいとぴあ臼田
開催日：各会場、月１～２回（基本）、あいとぴあ臼田（小学校の夏休み中）
開催時間：9：30～11：30
内　　容：9：30～受付
　　　　　10：00～おはようの会・体操・ワンポイントアドバイス
　　　　　　　　　　　春・秋：お散歩・砂場・保育園交流、夏：水遊び、冬：ゲーム
　　　　　11：00～手遊び・歌など
　　　　　11：15～さよならの会
※子育て相談は随時実施、最後にカンファレンスを行い支援が必要な家庭については関係課へ連絡する。
「教えて！ドクター」の出前講座の開催や冊子・アプリの普及
官民協働による子育て支援情報サイト「パパママフレ」による情報発信

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 児童福祉法第21条の9、子ども・子育て支援法第59条

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

12,652 16,519

0.46 人 3,220

7,515 時間

3,676 3,587 2,419

時間 13,255

18,938

9,074

0.47 人 3,196 0.48 人 3,264

7,102 時間 9,456 8,802

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,501 2,096

14,924 14,738 16,842

1,046

15,970 16,239 18,938

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

15,970 16,239

財源合計

12,294

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

新型コロナウイルス感染防止のため、利用組数の制限を行って開催しているほか、感染拡
大の状況により開催を中止した時期（9月及び1月～3月）があったため、目標には達しな
かった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

子育てサロンの実施内容の改善等について、参加者からの意見・要望等をスタッフ会議などで検討し、参
加し易い事業展開と周知を行う。
多様化する相談ニーズに対応するため、子育てに関する様々な相談にワンストップで対応する子育て支援
拠点施設の整備（野沢児童館・子育て支援拠点施設整備事業）を進めるとともに、子育てに亘る切れ目の
ない支援体制の強化「対話と傾聴」を基本とした関りから親の主体性を育み、利用する子どもや子育て家
庭に「信頼と安心」を届けられる支援体制を構築するため、対応する職員のカウンセリング力の向上にも努
めていく。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

家庭環境の複雑化、多様化に伴い、子どもを取り巻く環境が変化し、問題が多様化、複雑化している。ま
た、核家族化や県内外からの転入者が身近で相談できる人がいない家庭も増加しており、育児不安等も
あると考えられ、相談の場、仲間づくりの場の必要性が高まっている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

子育てサロン
参加者数

～令和 年度 令和

収益事業ではなく、参加者の相談内容によっては子育てサロン以外での支援が必要になる
場合も考えられ、子育て支援に係る関係機関・部署との連携が必要であるため、多様な内
容に支援を継続的に提供するためにも市の関与が必要である。

54.1 63.2

目標

実績

4,679

7,400 7,400

83.4

4,009

7,400

小学生が来館しない午前中の市内児童館（18館）及びあいとぴあ臼田（小学校の夏休み中）で、乳幼児を持つ保
護者と子どもを対象に、親子遊び・子育て相談を実施した。また、子育て中に関するサービスや保護者の悩みを相
談できる利用者支援事業を行った。
新型コロナウイルス感染防止のため、まん延防止等重点措置等の期間（9月、1月～3月）は子育てサロンの開催
を中止した。
「教えて！ドクター」冊子の改定版を作成。出前講座をオンラインにより3回開催
官民協働による子育て支援情報サイト「パパママフレ」により子育てに関する情報を発信（Ｒ3アクセス数14,365回）

令和 3

子育てサロン
年間開催数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

290

72.4

単位

242

290 290

令和 2 令和 4 年度

210



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

14,294 16,913

財源合計

13,104

8,480 9,862

7,894 8,433 12,420

6,400

14,294 16,913 22,282

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

22,282

9,884

0.37 人 2,516 0.85 人 5,780

8744 時間 13,335 11678

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

15,851 21,170

0.46 人 3,220

8448 時間

1,190 1,062 1,112

時間 15,390

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 児童福祉法第21条の9、子ども・子育て支援法第59条

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

子育てに対する親の不安や悩みが解消され、仲間づくりができ、子育て環境が充実している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

乳幼児及び保護者が相互の交流を行う場所を提供し、子育てに関する相談、情報提供、助言、その他
の援助を行う。
対象者：就学前児童と保護者　　 申込み：自由参加（無料）
場　所：
・サングリモ中込「つどいの広場交流センター」週5日（月・火・水・金・土）午前9時～午後4時
・あさしな保育園「子育て支援室」週3日（月・水・金）午前9時～午後2時
・もちづき保育園「さくらんぼ広場」週4日（月～木）午前9時～午後2時
・中佐都児童館内「つどいの広場」週4日（月・火・水・木）午前9～正午
・うすだ健康館「つどいの広場」週4日（月・水・木・金）午前9時～午後2時
　※祝日・年末年始は除く
内　容： ・子育て親子の交流の場の提供・交流の促進・子育て等に関する相談・援助の実施
・地域の子育て関連情報の提供・子育て及び子育て支援に関する育児講座等の実施（月１回）
周　知：市広報誌や市ホームページ、乳幼児健診時に事業の周知を図る

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 つどいの広場事業 事務事業コード 4321-4

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

610

900

67.8

単位

820

900 900

令和 2 令和 4 年度

令和 3

つどいの広場
年間開催日数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

24,000 24,000

91.1

13,361

24,000

子育て親子の交流の場の提供や交流の促進、子育て等に関する相談などのほか、育児に関する専門
的な話し等が聞ける育児講座の実施（各会場月１回　運動あそび、親子ヨガ、人形劇、食の話、ベビー
マッサージ等実施）。
新型コロナウイルス感染防止のため、1月～3月まん延防止期間中は相談対応のみ実施（あさしな保育
園「「子育て支援室」は保育園と同じ建物内で開催していることから、園内での感染拡大防止のため、感
染警戒レベル「5」の期間中は中止）
（イオンモール佐久平「わくわくランドU6」は年間を通して中止し、代替として中佐都児童館で実施）

収益事業ではなく、参加者の相談内容によっては、つどいの広場以外での支援が必要な場
合もあり、子育て支援に係る関係機関・部署と連携して支援していく必要があり、多様な支
援を継続的に提供するためにも、市の関与が必要である。

55.7 71.8

目標

実績

17,230

今後の
取組方針

・参加者からの意見・要望などをスタッフ会議で検討し運営に活かす。
・関係部署や関係機関等と連携し、仕事に対する不安や悩みを抱えた子育て世帯の女性に対し、相談支
援などを行う。
・多様化、複雑化する相談ニーズに丁寧に対応できるよう、スタッフのスキルアップに向けた研修等を積極
的に行う。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

家庭環境の複雑化、多様化に伴い、子どもを取り巻く環境が変化し、問題が多様化、複雑化している。ま
た、核家族化や県内外からの転入者が身近で相談できる人がいない家庭も増加しており、育児不安等も
あると考えられ、相談の場、仲間づくりの場の必要性が高まっている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

％ 達成率

成果指標

年間参加者数

～令和 年度 令和 年度

新型コロナウイルス感染防止のため、利用組数の制限を行って運営しているほか、1月～3
月のまん延防止期間中等に一般の利用を休止し、相談対応のみとしたことなどから、目標
には達しなかった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 要保護児童対策事業 事務事業コード 4321-5

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

児童虐待を早期に発見し、虐待をはじめとする要保護児童に関する情報を共有することにより、迅速か
つ適正な支援を行い、児童は安心して生活できる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　児童虐待に関する通報等に対し相談に応じ、また、内容によっては関係者による支援会議を開催し、
保護者・児童に適正に支援を行う。
　また、児童虐待の防止に関する法律の規定により、児童の一時保護の実施が適当であると認める場
合は、児童相談所長に通知し対応する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 児童福祉法25条の7

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

6,800 7,140

1.25 人 8,750

0 時間

0 0 0

時間 0

7,140

0

1.00 人 6,800 1.05 人 7,140

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

8,750 6,800 7,140

0

8,750 6,800 7,140

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

8,750 6,800

財源合計

8,750

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

21,274 18,292

財源合計

1,050

11,487 12,754

7,441 6,805 7,804

13,833

21,274 18,292 20,558

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

20,558

0

0.15 人 1,020 0.25 人 1,700

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,020 1,700

0.15 人 1,050

0 時間

20,224 17,272 18,858

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

23

事業の性質 義務的自治事務（定型） 児童福祉法第21条の9、子ども・子育て支援法第59条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

放課後等に保護者が家庭にいない児童に対し、居場所と適切な遊び等が提供されることにより、健全な
育成に結びついている

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

放課後児童クラブを運営する団体に対し運営費の補助を行う。
補助基準：
事業実施に必要な施設・整備を整えていること。小学校通学単位に事業を実施する者。開所日が２５０
日以上で、１日３時間以上（授業日）開所していること等。
補助金の額：国の定める「子ども・子育て支援交付金交付要綱」による。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 学童保育事業 事務事業コード 4321-6

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 児童手当支給事業 事務事業コード 4321-7

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

児童手当ての支給により、子育て家庭の生活が安定すると伴に、次世代の社会を担う子どもが健やか
に育っている

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

中学終了前の児童に対し、児童手当を支給する。
支給額
  ３歳未満児及び３歳以上中学入学前の第３子の児童・・１５，０００円/月
　３歳以上中学入学前の第１・２子及び中学生　　　・・１０，０００円/月
　所得制限超過世帯の児童　　　　　　　　　　　　・・　５，０００円/月
支給月  ２月・６月・１０月

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 法定受託事務 地方自治法第2条第10項

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

4,216 4,964

0.50 人 3,500

1016 時間

1,522,674 1,508,268 1,542,097

時間 1,224

1,547,061

1,098

0.44 人 2,992 0.55 人 3,740

1022 時間 1,224 1020

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,277,773 1,306,000

237,070 234,711 241,061

1,290,202

1,527,272 1,512,484 1,547,061

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

1,527,272 1,512,484

財源合計

4,598

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 チャイルドライン推進事業 事務事業コード 4321-8

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

チャイルドラインに電話をしてくる子ども達の悩みなどの緩和が図られ、自己の問題解決能力が高まり、
次世代を担う子ども達を地域全体で支える仕組みが出来ている

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・チャイルドラインについて
　1989年に国連で採択された国際条約である「子どもの権利条約」の精神を基本とした活動として「子ど
もの最善の利益」を一番に考え、子どもの話を聴くことを目的としている。
　チャイルドラインは子どもに電話の主導権があり、通話中は子どもが主役なる。子どもが気軽にかけて
みようと思える電話であるためにも、活動を民間が担うこととされている。
　相談を受ける専用の場所を用意し、必ず活動メンバーがチームで電話を受ける体制が大事である。
・市の取り組み
　チャイルドラインを行う市内の民間団体に運営費の一部を助成し、電話相談員の確保及び資質の向上
並びにチャイルドライン事業の周知を図る。
・補助対象経費：電話相談員養成及び育成に係る経費、電話相談室維持管理経費に対する補助
・補助限度額30万円
※H27年度から補助金を支出している

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

25

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 児童福祉法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

476 680

0.08 人 560

0 時間

300 397 300

時間 0

980

0

0.07 人 476 0.10 人 680

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

860 873 980

0

860 873 980

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

860 873

財源合計

560

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年度に開催できなかった受け手養成講座を
令和3年度に持ち越して開催したことにより、講座の開催回数は目標に対し達成率200％と
なったが、参加者が集まらず、参加者数については目標を大幅に下回った。

官民連携の
可能性

方法

民間による実
施が可能

今後の
取組方針

事業を継続的に行うには受け手の確保、育成が不可欠である。
今後も団体への行政支援を継続し、児童は基より大人たちへも事業の周知を積極的に行う。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

核家族化など人間関係の希薄化により、子ども達の身近な話し相手、相談相手が少なくなることが予想さ
れる。
こうした子ども達の声に耳を傾ける心のよりどころとなる居場所が必要であり、それに対応するニーズは今
後も高まるものと思われる。
また、本事業は子ども自身がいじめや虐待があった場合に「SOS」を発信できるツールの一つとなってお
り、非常に重要な役割を担っている。
事業を継続的に行うには受け手の確保、育成が不可欠であるが、受け手養成講座の参加者が少ないこと
から、本事業の必要性や受け手養成講座の開催について、広く周知を図る必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

受け手養成講座の
参加者数

～令和 年度 令和

事業の継続にあたっては補助金による支援を行い受け手の人材確保や事業の周知など、
市と運営団体との連携が必要である。

― 27.5

目標

実績

11

40 40

200

―

40

・団体作成の相談員養成講座周知チラシの掲出のほか、市広報誌、HP等に記事を掲載
・団体が作成したチャイルドライン電話番号記載の児童、生徒向け啓発カードを小中学校に配布
・小中学校の児童、生徒がいじめや虐待などにあった際、自ら「SOS」が発信できるようチャイルドライン
の電話番号や市の虐待相談窓口、児童相談所などの電話番号を掲載したチラシを市が作成し配布

令和 3

受け手養成講座の
開催回数

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

6

―

単位

12

6 6

令和 2 令和 4 年度

―



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 オールマイティ１年生事業 事務事業コード 4321-9

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

好奇心や探求心が芽生える時期にある小学１年生の「学び」「やる気」「気づき」が育まれるとともに、地元企業、店
舗の本業務への協賛を通して地域全体で「子どもの夢と子育て家庭を応援しよう」という気運を高めている。また、
全国の１年生を対象としていることから、市外・県外からも子ども達が訪れ、観光交流が促進される。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

全国の小学１年生にオールマイティパスを発給し、市内にある体験学習施設や文化施設、観光交流施
設や協賛企業、店舗等でオールマイティパスを提示することで、その児童に限り入場料が年間無料で利
用できる事業（父母、祖父母等保護者同伴で利用した場合に限る）
対象者：全国の小学１年生（令和3年度は小学2年生も対象）
発給方法：①事前発給　市内児童は小学校を通じて、市外児童は申請に基づき郵送により発給。
　　　　　    ②即時発給　指定した発給場所において、申請に基づき即時発給する。
対象施設： ・体験学習施設（子ども未来館等3施設）、文化施設（近代美術館等6施設）
　　　　　　　・体育施設（駒場公園プール等2施設）、観光交流施設（もちづき荘等4施設）
　　　　　　　・その他（市内巡回バス、協賛店舗）
スタンプラリーの実施：対象施設を周遊し、スタンプを集めて応募すると、抽選で特典を付与する

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

26

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

1,020 1,360

0.17 人 1,190

0 時間

2,074 2,020 2,303

時間 0

3,663

0

0.15 人 1,020 0.20 人 1,360

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

3,264 3,040 3,663

0

3,264 3,040 3,663

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

3,264 3,040

財源合計

1,190

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

前年度よりは増加したものの、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う外出機会の減少を受
け、オールマイティパス発給件数の減少が依然として続いており、発給数は目標達成に至
らなかった。一方、対象施設の利用者数については、依然として新型コロナウイルス感染症
拡大に伴う外出機会の減少の影響があるものの、令和３年度については前年度利用の機
会が減ってしまった小学2年生も対象としたため、目標を上回った。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

新型コロナウイルス感染拡大下においても市内在住者児童が家族と身近な市内対象施設に出かけ、興味
や好奇心を育めるというパスの利点の積極的なPRを行う。
協賛企業、店舗が”子育て家族を応援している”ことを周知するための工夫をする。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

利用者のパスの使い方に事業所（協賛企業、店舗）が苦慮しているという意見が寄せられている。
”子育てを応援したい”という事業所のモチベーションを維持できる事業展開が求められる。
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、市外小学1年生の積極的な呼び込みができない。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

対象施設延べ年間利
用児童数

～令和 年度 令和

公共施設の利用料無料化は市の関係部署との連携が必要不可欠であり、市の子育て施策
の充実が目的であることから市の実施は必要である。

47.4 135.1

目標

実績

2,701

2,000 2,000

68.1

948

2,000

全国の小学１年生にオールマイティパスを発給し、市内にある体験学習施設や文化施設、観光交流施
設や協賛企業、店舗等でオールマイティパスを提示することで無料で利用できる事業
・オールマイティ発給件数：1,022件
・有料施設利用児童数：2,701件

令和 3

オールマイティパス発
給件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

1,500

56.2

単位

1,022

1,500 1,500

令和 2 令和 4 年度

843



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

4,550 1,700

財源合計

4,550

0 0

4,550 1,700 1,700

0

4,550 1,700 1,700

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,700

0

0.25 人 1,700 0.25 人 1,700

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,700 1,700

0.65 人 4,550

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 法定受託事務 児童手当法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

子どもを養育する家庭の経済的負担が軽減されることにより、生活が安定し、次世代を担う児童の健全
育成及び資質が向上している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

出生・離婚等の戸籍届出や転入・転出等の住民異動による、児童手当の新規認定・変更申請等の受付
児童手当現況届の受付

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 臼田児童手当支給事業 事務事業コード 4321-10

担　当 総務 部 臼田支所 市民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

1,050 1,020

財源合計

1,050

0 0

1,050 1,020 1,020

0

1,050 1,020 1,020

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,020

0

0.15 人 1,020 0.15 人 1,020

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,020 1,020

0.15 人 1,050

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 法定受託事務 児童手当法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

子どもを養育する家庭の安定した生活に資するとともに、次世代を担う児童の健全育成及び資質の向上
をめざす。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・出生や転出入等の届出に伴う新規認定や変更申請等の受付
・児童手当現況届の受付

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 浅科児童手当支給事業 事務事業コード 4321-11

担　当 総　務 部 浅科支所 市　民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 浅科地域子育て支援事業 事務事業コード 4321-12

担　当 総務 部 浅科支所 高齢者児童福祉 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

子育て親子の交流や遊び場を提供し、子育て専門員が子育ての悩みや相談に応じることで、保護者が
安心して子育てを行うことができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

場所：あさしな保育園子育て支援室
開催場所：毎週月曜日、水曜日、金曜日（祝祭日は休み）
時間：午前9：00～午後2：00
対象：就学前の乳幼児と保護者
内容：子育て親子の交流と遊びの場を提供する。また、子育て支援相談員が2名勤務し、保護者からの
悩みや相談に応じている。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 児童福祉法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

1,360 1,360

0.20 人 1,400

0 時間

0 0 0

時間 0

1,360

0

0.20 人 1,360 0.20 人 1,360

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

1,400 1,360 1,360

0

1,400 1,360 1,360

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

1,400 1,360

財源合計

1,400

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

育児に関する心配ごとを子育て専門員に相談でき、保護者の不安解消と共に、交流や情報
交換の場として活用できた。開設日数及び利用延べ人数は、昨年と同様に、新型コロナウ
イルスの影響により減少したが、開設休止の期間を考慮すれば概ね事業目標は達成して
いる。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

子育て親子の交流や遊びの場を提供し子育て支援相談員が子育ての悩みや相談に応じていくことで、保
護者が安心して子育てを行うことができるように支援する。参加については積極的に呼びかけを行ってい
く。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

つどいの広場は、市内に5か所開設。来所者が多い時は会場が手狭になる。浅科地区においては、利用
者数がR3年801人（前年度比62.7％減）と新型コロナウイルスの影響により減少したが、利用者にとっては
母親同士の交流や情報交換等悩みを話し合う場所でもあり、継続が必要となっている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

つどいの広場
利用延べ人数

～令和 年度 令和

事業の性質上、受益者負担を求めるものでないので、市が実施していくことが望ましい。

85.2 53.4

目標

実績

801

1,500 1,500

64.8

1,278

1,500

あさしな保育園内に子育て支援センター「つどいの広場」を開設し、未就学児とその保護者に交流・遊び
の場を提供。2名の子育て専門相談員が保護者等の子育てに関する悩み・相談に応じた。

令和 3

つどいの広場の
開設日数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

145

76.6

単位

94

145 145

令和 2 令和 4 年度

111



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,450 1,700

財源合計

2,450

0 0

2,450 1,700 1,700

0

2,450 1,700 1,700

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,700

0

0.25 人 1,700 0.25 人 1,700

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,700 1,700

0.35 人 2,450

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 法定受託事務 地方自治法第２条第10項

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 児童手当法

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

子どもを養育する家庭の経済的負担が軽減されることにより、生活が安定し、次世代を担う児童の健全
育成及び資質が向上している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・出生・離婚等の戸籍届出や転入・転出等の異動に伴う新規認定や変更申請等の受付
・児童手当現況届の受付

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 望月児童手当支給事業 事務事業コード 4321-13

担　当 総務 部 望月支所 課 市民 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

10,132 11,154

財源合計

10,088

1,000 0

2,132 10,154 10,623

8,000

10,132 11,154 10,623

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

10,623

5,188

0.70 人 4,760 0.70 人 4,760

4377 時間 5,252 4787

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,012 10,504

0.70 人 4,900

4804 時間

44 1,142 119

時間 5,744

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

43

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 児童福祉法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

保育料の適正な賦課と収納を図ることにより、持続可能な保育が実現している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・公立保育園１５園、私立保育園９園、認定こども園１園、小規模保育事業所２園の計２７保育園の入園
者（保護者）に対して、前年所得から適正な保育料の賦課を行うと共に、滞納者に対しする納付督励を行
い、収納率の向上を図る。
・賦課及び徴収は本庁職員が直接実施しているが、納付書や催告書等を園から親へ直接手渡すことに
より納付意識の向上を図っている。
・保育の無償化に対応する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 保育料管理事業 事務事業コード 4322-1

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

779

0

単位

350

0 0

令和 2 令和 4 年度

令和 3

保育料滞納件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

99 99

97.54

99

・保育料の収納においては、口座振替の手続きを勧めるとともに、滞納者に対し、督促状や催告書を送
付した。
・コンビニ収納及び電子決済へ対応するためのシステム改修を行った。

税等に比べ、収納率が高く民間により実施し得る規模でない。

98.5 100.1

目標

実績

99.10

今後の
取組方針

保育料の無償化実施に伴い、徴収規模が大幅に縮小したものの、副食費の徴収等、取り扱いが大幅に変
更となっていることから、新たな制度にあわせた円滑な徴収業務の実施に努める。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

保育料の滞納が一定程度あることから、さらに納付意識の向上を図り、収納率を上げていく必要がある。

事業の
方向性

手法等の見直し 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

保育料収納率

～令和 年度 令和 年度

督促状や催告書の送付、訪問や個別相談、口座振替の推進などで、納付を勧奨したことに
より、滞納件数も減少しており、収納率も概ね目標を達成した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 保育所入退所事業 事務事業コード 4322-2

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

入所児童の把握及び住所異動等（広域含む）に伴う利用調整事務を円滑に行うことにより、保護者が希
望する保育を受けることができている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・公立保育園１５園、私立保育園９園、認定こども園１園、小規模保育事業所２園の計２７園及び広域入
所の入退園の受付を実施
・１０月に職員が新規入園希望者申込を受付。継続入園者は１１月に受付
・４月以降は、随時入退園の申込を受付

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

43

事業の性質 義務的自治事務（定型） 教育基本法第16条

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

5,644 5,644

0.65 人 4,550

1016 時間

218 205 213

時間 1,224

5,857

1,098

0.65 人 4,420 0.65 人 4,420

1020 時間 1,224 1020

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

5,866 5,849 5,857

0

5,866 5,849 5,857

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

5,866 5,849

財源合計

5,648

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 公立保育所給食事業 事務事業コード 4322-3

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

栄養士による指導、献立によりバランスのとれた給食が供給されることで、身体が健全に発育している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・公立保育園１５園の保育園児に対して、バランスの取れた給食を園ごとに調理し提供している。
・正規調理員４名及び会計年度任用職員（調理補助）で保育園児に給食を提供している。
・献立については、栄養士が昼食・午後おやつ（３歳未満児は午前のおやつを含む）を２３保育園(私立含
む）統一献立メニューで、手作りを基本として作成している。
・毎月１回、給食担当者(２３名)、園長１名（給食担当）、主任保育士１名(持ち回り）、栄養士１名の計２６
名で構成した献立会議を開催し、内容検討、提供内容確認、作業内容確認等を実施している。
・食材を入手し、それが大勢の人の手を経て食事になり、その食事を友だちや先生とおいしく、楽しく食べ
るという一連の過程の体験を、食事の提供と保育に結びつけ、子どもの体の成長とともに、心の育ちを
支援している。
・食材については、各保育園の近隣の地元業者から納入し、保育園で収穫された食材についても、食べ
る人、作る人のお互いの顔が見える関わりのある給食を提供している。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

43

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 児童福祉法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

130,133 137,186

6.41 人 44,870

81701 時間

142,832 145,828 161,996

時間 113,998

299,182

88,237

4.41 人 29,988 3.41 人 23,188

83454 時間 100,145 94998

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

84,961 91,588

196,993 191,000 207,594

78,946

275,939 275,961 299,182

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

275,939 275,961

財源合計

133,107

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

園児数が少なかったため、提供数は目標に届かなかったが、衛生管理の徹底により食中毒
の発生件数を０件とすることが出来た。

官民連携の
可能性

方法

民間への委
託が可能

今後の
取組方針

現在も会計年度任用職員のみで給食業務を実施している保育園が１２園ある。
給食調理業務の外部委託については、事例研究など、より多くの検証を重ねるとともに、市民の皆様や関
係職員に対して丁寧な説明を行い、給食業務のあり方を検討していく。
食事の提供は調理室の中だけで完結するものでなく、食育の観点からも委託者と子どもたちの直接の触
れ合いを推奨、密な連携について盛り込むこと等保育所の食事の提供のあるべき姿を十分に検討し、どの
ような食事提供であっても子どもの心と体の育ちに必要な給食の質を確保できるような体制を検討する。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

食事の提供については、平成１０年２月１８日付で「保育所における調理業務の委託について」で調理業務
の委託が可能とされた。
平成２４年３月には厚生労働省から「保育所における食事の提供ガイドライン」が示され、好事例集の中に
外部委託の事例が例示されてはいる。
今後、給食調理業務の外部委託については、事例研究など、より多くの検証を重ねるとともに、市民の皆
様や関係職員に対して丁寧な説明を行っていく。

事業の
方向性

手法等の見直し 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

食中毒発生件数

～令和 年度 令和

保育所内の施設を活用した調理業務の委託が可能。

目標

実績

0

0 0

93.1

0

0

・公立保育園15園の園児約1,410人に対して、延372,240食の給食を提供

令和 3

保育園児数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

400,000

94.9

単位

372240

400,000 400,000

令和 2 令和 4 年度

379,775



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 保育所職員等研修事業 事務事業コード 4322-4

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

保育士の資質が向上することで、より質の高い保育を提供できる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

各種講演会の開催や年齢別研修会を実施し、情報交換を行っている。
・佐久市保育協会へ研修委託料を支払う。
・㈳長野県社会福祉協議会等へ研修参加負担金を支払う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

43

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 児童福祉法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

408 408

0.06 人 420

0 時間

89 122 572

時間 0

980

0

0.06 人 408 0.06 人 408

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

15 135

494 515 845

15

509 530 980

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

509 530

財源合計

420

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

新型コロナウイルス感染症の影響により、研修会の開催数が減少したものの、可能な範囲
での研修機会の確保により、保育士の資質の向上が図られた。

官民連携の
可能性

方法

民間への委
託が可能

今後の
取組方針

保育士の資質向上のため、研修が必要な課題には積極的な研修を開催すると共に、研修に係る情報を提
供し、積極的に参加してもらう。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

現代の子どもや親が持つ課題を捉えた研修等の開催情報の把握に努め、現在の保育に必要な課題を
テーマとした研修会等に積極的に参加してもらう必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

研修参加者数

～令和 年度 令和

既に民間事業者等に委託し実施している。

111.3 153.3

目標

実績

230

150 150

83.3

167

150

・新型コロナウイルス感染症により夏季研修中止。
・年齢別研修（０歳児～５歳児）等の研修を実施。

令和 3

研修会の開催回数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

12

83.3

単位

10

12 12

令和 2 令和 4 年度

10



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

7,338 7,191

財源合計

7,120

0 0

7,338 7,191 6,111

0

7,338 7,191 6,111

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

6,111

470

0.95 人 6,460 0.79 人 5,372

438 時間 526 438

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

6,986 5,898

0.95 人 6,650

436 時間

218 205 213

時間 526

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

43

事業の性質 義務的自治事務（定型） 児童福祉法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

会計年度任用職員職員が十分に能力を発揮できる配置や賃金等の適正な算定及びその他経費の適正
な支払いにより、円滑に保育活動が行われている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・人事異動、新規採用に伴う内部調整及び賃金等の支払いを実施。
・各保育園の入所児童数を把握し職員の適正配置に努めるとともに、同一保育園での勤務年数
　３年程度を目安に定期的な異動を実施する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 公立保育所会計年度任用職員配置、給料等算定及び支払事業 事務事業コード 4322-5

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,340 2,424

財源合計

2,122

0 0

2,340 2,424 2,530

0

2,340 2,424 2,530

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

2,530

1,982

0.02 人 136 0.01 人 68

1736 時間 2,083 1874

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,219 2,317

0.02 人 140

1835 時間

218 205 213

時間 2,249

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

43

事業の性質 義務的自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

保育園の環境整備を兼ねた世代間交流を行うことで、子どもたちの社会性が養われている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・雇用した会計年度任用職員5名が、週３回（１回当たり３時間）のローテーションを組み、公立保育園
　１５園を訪問する。
・各園のイベント等に参加し、園児にとって祖父母世代にあたる保育キーパーと交流することに
　より、世代間交流を実施する。
・施設の環境整備を図るため、遊具の塗装等の小規模修繕を実施する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 保育キーパー事業 事務事業コード 4322-6

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

667

624

106.9

単位

704

624 624

令和 2 令和 4 年度

令和 3

保育園への訪問回数

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

0 0

112.8

1

0

・公立保育園１５園の保育園児との交流及び各保育園の環境整備を実施。

園児との関わりは、信頼関係の構築に時間を要するため、市の直接雇用による安定した関
わりが必要である。また、修繕等を民間委託した場合は、コスト上昇につながる。

目標

実績

1

今後の
取組方針

・保育キーパーが、週３回市内公立保育園１５園を順次訪問し、園児との交流及び施設の小破修繕等実施
する。
・今後も５名体制を維持したい方針である。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

・核家族化により、普段お年寄りと触れ合うことが減少していることから、訪問回数を増加し交流の機会を
増やす必要があると考えられる。
・高齢者による環境整備のため、作業を行ううえでの安全管理や危険予知といった面で、一層の配慮が必
要である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

施設での事故発生件数

～令和 年度 令和 年度

保育キーパ－と園児との交流が進むとともに、各園の環境整備が適切に行われているが、
剪定作業中、ノコギリで車を破損する事故が１件発生した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 通園費補助事業 事務事業コード 4322-7

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

遠距離通園児へ通園費を補助することにより、保護者の負担が軽減している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・最寄りの保育園までの距離が４㎞以上ある保護者に対して、自家用車利用の場合、月額１，０００円
  の通園費補助金を交付する。
・交通機関を利用して通園する場合の１か月当たりの補助金の額は、３か月定期券の料金を３で除し
  て得た額の２分の１の額を交付する。
・保護者会を通じ、対象となる保護者に対し、補助金の交付を実施している。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

53

事業の性質 義務的自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

204 204

0.03 人 210

0 時間

604 602 741

時間 0

945

0

0.03 人 204 0.03 人 204

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

814 806 945

0

814 806 945

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

814 806

財源合計

210

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

補助制度該当世帯に対し、補助金の交付を実施した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

保育園から４㎞以上離れた遠距離に居住する保護者の負担軽減を図るため、補助金の交付を実施してい
くが、補助金のあり方については保育園の統合や小中学生を対象とした同様の補助事業も踏まえ検討を
行う。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

・保育園の統合や、利用調整の増加により、補助対象者が増大する可能性がある。

事業の
方向性

手法等の見直し 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

交付対象者数

～令和 年度 令和

登降園にかかわる事情が多岐にわたることから、委託では大幅なコストの上昇が考えられ
るため、現状のまま補助金交付による方法とすべきである。

101.6 100

目標

実績

60

60 60

120

61

60

公立保育園１５園、私立保育園９園、認定こども園１園、小規模保育事業所２園の計２７園のうち、６保育
園、４９世帯（対象児童６０人）の保護者に対して補助金を交付した。

令和 3

対象保育園数

％ 達成率

箇所

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

5

100

単位

6

5 5

令和 2 令和 4 年度

5



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 私立保育所委託等事業 事務事業コード 4322-8

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

私立保育所等への保育事業委託により、仕事を持つ親の育児に対する負担が軽減されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市内９園の私立保育園保育業務を委託する。
・認定こども園１園及び小規模保育事業所の運営に対し負担金を支払う。
・私立保育所等の運営に必要な国・県補助金の申請、受納を実施し、良好な保育活動を確保する。
・私立保育園９園、認定こども園１園（２号、３号認定のみ）及び小規模保育事業所２園への入所申込を
受け付け、児童の保育業務の委託等を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

48

事業の性質 義務的自治事務（定型） 児童福祉法、子ども・子育て支援法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

4,080 4,080

0.60 人 4,200

0 時間

1,225,828 1,229,165 1,312,014

時間 0

1,316,094

0

0.60 人 4,080 0.60 人 4,080

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

927,327 1,029,652

275,253 305,918 286,442

954,775

1,230,028 1,233,245 1,316,094

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

1,230,028 1,233,245

財源合計

4,200

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

1,223,369 1,222,314

財源合計

1,129,150

121,558 117,088

1,126,751 1,100,756 1,155,193

96,618

1,223,369 1,222,314 1,272,281

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,272,281

307,140

113.43 人 771,324 114.34 人 777,512

290702 時間 348,843 315644

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,120,167 1,156,285

117.43 人 822,010

284388 時間

94,219 102,147 115,996

時間 378,773

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

48

事業の性質 義務的自治事務（定型） 児童福祉法、子ども・子育て支援法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

公立保育所における適正な保育事業の実施により、仕事を持つ親の育児に対する負担が軽減されてい
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市内１５園で０歳から５歳までの子どもの保育を実施している。
・障がい児保育、長時間保育、一時保育、休日保育などの特別保育もあわせて実施している。
・正規職員１１７名及び会計年度任用職員を配置し、１５園で保育を実施
・ICTシステムの活用により、保護者の利便性の向上と保育業務における職員の負担軽減を図る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 公立保育所保育事業 事務事業コード 4322-9

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 保育施設等整備事業 事務事業コード 4322-10

担　当 福祉 部 子育て支援 課 施設整備 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市内公立保育所に通う児童が、安全で良好な施設環境の中で保育所を利用できる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市内公立保育所１５園中、築３０年以上経過している保育所が１０園という状況であり、安全、衛生上の
面からも大規模修繕や改築など根本的な対応が必要となってきていることから「保育所の施設整備」に
ついて積極的に推進し、急速な少子化の進行に対応した保育環境を提供する。
・区長会及び保護者会を通じて、整備計画に関する説明会等を実施しご理解、ご協力をいただきながら
整備事業を進めていく。
・該当した整備計画地区については、概ね４年程度の事業期間を見込む。
・建築本体工事、電気設備工事、機械設備工事は、請負にて実施。
・設計及び監理業務は、業務委託にて実施。
・中込第一保育園と中込第二保育園を統合した中込地区新保育所整備を進める。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

20

事業の性質 義務的自治事務（定型） 児童福祉法、子ども・子育て支援法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

204 3,604

0.00 人 0

0 時間

0 93 27,690

時間 0

31,294

0

0.03 人 204 0.53 人 3,604

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 26,845

0 297 4,449

0

0 297 31,294

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

0 297

財源合計

0

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 保育施設改修・維持管理事業 事務事業コード 4322-11

担　当 福祉 部 子育て支援 課 施設整備 係 事業開始年度 昭和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市内公立保育所に通う児童が、安全で良好な施設環境の中で保育所を利用できる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市内公立保育所１５施設の維持管理、修繕、大規模改修工事を行う。
・施設改修に伴う設計監理及び工事の施工、修繕、建物・設備の保守点検業務、特殊建築物定期調査・
報告業務については、それぞれの業者に委託等を行っている。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

36

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

6,800 5,168

1.00 人 7,000

0 時間

17,913 518,065 38,345

時間 0

43,513

0

1.00 人 6,800 0.76 人 5,168

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

388 110

24,633 524,477 43,403

280

24,913 524,865 43,513

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

24,913 524,865

財源合計

7,000

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 障害児保育事業 事務事業コード 4322-12

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 昭和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

個別又は少人数による対応が必要な児童が、集団保育の中で良好な保育が行われ、健やかな成長が
できている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・障害やアレルギーなど、個別又は少人数で対応する必要がある児童に対し、加配保育士を配置し、安
心・安全な保育を提供する。
・私立保育園、認定こども園、小規模保育事業所に対し、同事業に係る委託料、補助金を交付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

36

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

158,307 180,209

0.01 人 70

137385 時間

31,860 31,838 31,448

時間 180,141

211,657

148,376

0.01 人 68 0.01 人 68

131866 時間 158,239 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,677 4,323

179,506 188,468 207,334

800

180,306 190,145 211,657

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

180,306 190,145

財源合計

148,446

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 長時間保育事業 事務事業コード 4322-13

担　当 福祉 部 子育て支援 課 保育 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

保育認定時間を超えた保育を必要とする児童・保護者に対し保育を提供できている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・保育認定時間を超えてなお、保育を必要とする場合、施設の開所時間の範囲内で必要に応じ保育を提
供する。
・私立保育園、認定こども園、小規模保育事業所に対し、同事業に係る補助金を交付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

45,237 49,537

0.01 人 70

32949 時間

16,459 17,100 23,000

時間 49,469

72,537

35,585

0.01 人 68 0.01 人 68

37641 時間 45,169 41224

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

13,011 16,450

39,855 49,326 56,087

12,259

52,114 62,337 72,537

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

52,114 62,337

財源合計

35,655

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

735 1,060

財源合計

700

0 0

735 1,060 1,180

0

735 1,060 1,180

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,180

0

0.10 人 680 0.10 人 680

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

680 680

0.10 人 700

0 時間

35 380 500

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

区が行う児童遊園の遊具の設置・更新・補修又は撤去に要する経費に対し、補助金を交付することで遊具の充実
が図られるとともに、安全性が確保され、児童及び保護者が安心して遊ぶことができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

区が管理する児童遊園の遊具に対して、佐久市児童遊園遊具設置等事業補助金交付要綱に基づき、
遊具（ﾌﾞﾗﾝｺ、雲梯、滑り台等）の設置及び補修等に対して事業費の補助を行う
①児童遊園遊具設置・更新事業
・遊具の設置又は更新及び更新に伴う既存遊具の撤去に要する費用の対する補助（補助率1/2以内、
限度額20万円）
②児童遊園遊具補修・撤去事業
・遊具の補修又は撤去に１万円以上要する経費に対する補助（補助率1/2、限度額4万円）
●補助金の申請から交付まで
①補助金の交付申請（区→市）②補助金の交付決定通知（市→区）③事業着手（区）④事業竣工（区）⑤
実績報告書の提出（区→市）⑥補助金確定通知（市→区）⑦補助金の請求（区→市）⑧補助金の支払
（市→区）

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 児童遊園遊具設置事業 事務事業コード 4323-1

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

1

5

20

単位

2

5 5

令和 2 令和 4 年度

令和 3

設置及び補修の申請
件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

5 5

40

1

5

○申請件数：2件
◆設置
　大和田区、紅雲台区

区より遊具の設置・修繕・撤去に係る財政面の負担が大きいとの声があることから、これら
について補助を行う必要がある。
また、児童遊園遊具の充実、安心・安全性を確保し利用してもらうことには、市の関与は必
要である。

20 40

目標

実績

2

今後の
取組方針 区に対し危険な遊具の更新や撤去を積極的に働きかけるとともに、安全管理の徹底を呼び掛ける。

単位

区
実績

目標

事業の
課題

区の管理する児童遊園には設置後、数十年経過した遊具がまだまだ存在し、それらによる児童の怪我な
どが今後も予想される。子どもの安全面から区において遊具の点検を行うなど、安全管理を徹底する必要
がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

設置及び補修の実施
区数

～令和 年度 令和 年度

児童遊園遊具の設置・補修、老朽化した遊具の撤去等についての補助制度を市ホーム
ページ等において周知を図っているが、近年申請件数が減少傾向にあり目標には達しな
かった。

官民連携の
可能性

方法

民間による実
施が可能



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 児童館管理運営事業 事務事業コード 4323-2

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

児童館は健全な遊びが提供される場として、また、働きながら子育てをしている家庭への生活支援及び地域の子
育ての拠点として利用されており、保護者の心の拠りどころであるとともに、児童の健全な成長に寄与している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

【児童館管理運営事業】（児童の自主性による遊びを館長・厚生員が安全を見守りながら指導）
開館日：年末年始を除く月～土
開館時間：授業のある日　午後12時～午後7時　/　授業のない日　午前8時～午後6時
対象者：小学生、　利用形態：自由来館制、　料金：無料
【児童館日曜開館事業】（児童の自主性による遊びを館長・厚生員が安全を見守りながら指導）
開館児童館：岩村田・中込、　開館時間：午前8時～午後6時、　対象者：小学生
利用形態：自由来館制、　料金：無料
【児童館午前中開放事業】
開放児童館：平根・岩村田・野沢・泉・佐久平浅間
開放時間：午前10時～午後12時、　対象者：未就学児と保護者
【児童館に集まれ事業】（ボランティアとともに各種体験活動）
対象者：日頃親と過ごすことの少ない児童、　開催回数：6回/年程度
【養護学校児童生徒の受入】
開館児童館：中佐都児童館・泉児童館、　受入日：養護学校の休業日
開館時間：午後2時～午後4時

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

139,265 161,906

0.50 人 3,500

112,356 時間

27,198 26,236 24,682

時間 156,126

186,588

131,430

0.75 人 5,100 0.85 人 5,780

97,708 時間 134,165 98,604

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

26,884 6,000

136,350 138,617 180,588

25,778

162,128 165,501 186,588

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

162,128 165,501

財源合計

134,930

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

新型コロナウイルス感染防止のため、どうしても家庭でみることができない児童のみに利用
を制限していることから、利用者数については目標に達しなかったが、コロナ禍においても
子どもの居場所づくりのほか、仕事を持つ保護者の支援に役立っている。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

・児童や地域住民に行事の企画や事業に参加してもらうなど、児童が継続的に楽しく来館できるような工
夫、また、運営に関する利用者のニーズの把握を行う。
・児童館職員の質を向上させるために、各種研修等などへ参加し、保護者が安心して子どもを児童館に通
わせられるよう努める。
・教育委員会に教員退職者の児童館職員採用応募への協力依頼を引き続き行う。
・消毒や換気等、新型コロナウイルス感染予防対策を徹底し児童館運営を行う。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

・核家族化や女性の社会進出などにより、児童の放課後対策のサービス対象者が増えることが予想される
とともに、ひとり親・共働き世帯の増加が見込まれ、今後のニーズは増えるものと思われる。
・館長、厚生員等の担い手の確保・育成
・限られたスペースの中での新型コロナウイルス感染防止に配慮しながらの児童館運営

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

全児童館の年間延べ
利用者数

～令和 年度 令和

館長を家庭児童相談員に委嘱し、児童館において育児や児童に対する様々な問題の相談
に応じたり、児童館を利用した子育て支援策を実施していることから、市での実施が不可欠
であり、収益事業ではないので民間での実施は難しい。

55.0 62.9

目標

実績

171,861

273,150 273,150

100.7

150,209

273,150

・市内児童館１９館の管理運営
・児童館に集まれ事業の開催は１回のみ（新型コロナウイルス感染防止のため、規模を縮小して開催）

令和 3

全児童館の年間開館
日数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

5,900

100.9

単位

5,944

5,900 5,900

令和 2 令和 4 年度

5,954



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 野沢児童館・子育て支援拠点施設整備事業 事務事業コード 4323-3

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 令和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

野沢小学校に隣接した県民佐久運動広場跡地に野沢児童館を移転整備することで、児童の安全及び利便性の
向上が図られる。また、子育てに関する様々な相談にワンストップで対応する子育て支援拠点施設を併設すること
で、妊娠から出産、子育てに亘る切れ目のない支援体制の強化が図られ、市民が安心して子育てすることができ
る環境の整備に寄与する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・県民佐久運動広場の跡地利用の一環として野沢児童館を移転整備する。
・併せて、子育てに関する様々な相談にワンストップで対応する子育て支援拠点施設を併設し、妊娠から
出産、子育てまでの切れ目のない支援体制を構築する。
・測量、設計、地質調査、建築工事を順次進め、令和６年度末の開館を目指す。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉

2

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

2,040 4,420

0.20 人 1,400

0 時間

3,011 46 22,093

時間 0

26,513

0

0.30 人 2,040 0.65 人 4,420

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 20,710

1,416 2,086 5,803

2,995

4,411 2,086 26,513

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

4,411 2,086

財源合計

1,400

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

子育て世代の住民等から丁寧に意見を聞くとともに、先進自治体等へ視察を行い、年度内
に施設整備の基本構想を策定することとなったため、本年度予定していた設計業務及び地
質調査業務は来年度へ先送りする方向となった。そのため、当初の目標は未達成となった
が、引き続き令和６年度末の開館に向け、今後の業務を進めていきたい。

官民連携の
可能性

方法

民間への委
託が可能

今後の
取組方針

県民佐久運動広場全体の整備に係る方向性及びスケジュール等と整合を図るとともに、地域や関係機関
等との調整を図りながら、令和６年度中の開館を目指し整備を進めていく。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

県民佐久運動広場全体の整備に係る方向性及びスケジュール等と整合を図りながら整備を進めていく必
要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

令和６年度中の開館

～令和 年度 令和

各業務及び工事について、市から民間事業者に発注し実施予定。特に設計業務について
は、プロポーザル方式による発注を予定しており、民間事業者のより優れた提案を設計に
取り入れて行きたい。

目標

実績

0

・先進地視察
・施設整備基本構想策定

令和 3

R2：測量業務
R3：基本設計、地質調査
R4：基本設計、地質調査
R5：実施設計、建築・外構工事
R6：建築・外構工事、開館

％ 達成率

―

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

測量業務完了

100

単位

基本設計、地質調査完了 基本設計完了

令和 2 令和 4 年度

測量業務完了



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 子ども未来館管理事業 事務事業コード 4323-4

担　当 福祉 部 子育て支援 課 子育て支援 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

子どもたちが、科学的探究心や創造的体験活動を通じて、未来の夢を育む等、子どもたちの健全育成に資する

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

指定管理者制度を導入し、指定管理者が子ども未来館の管理運営をしている。（平成27年度から利用料
金制を導入）
常設展示：サクモ号コックピット・ﾌﾞﾗｷｵｻﾞｳﾙｽ・出動スライダー・ﾑｰﾝｳｫｰｶｰなど
企画展示：企画展示室において各種企画展を開催
プラネタリウム投映：一般投映・教育投映・ｲﾍﾞﾝﾄ投映など
その他：天体観望会・科学実験工房実験教室などの運営及び施設の管理、維持、修繕等の業務
開館時間：午前9時30分～午後5時（ただし、5/3～5/5、7/1～8/31の終了時間は午後6時）
休館日　：毎週木曜日（国民の祝日を除く）、12/29～1/1
入館料等：展示　子ども（4歳～中学生）250円、大人500円
　　　　　　　ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ　子ども（4歳～中学生）350円　大人700円
　　　　　　　展示・ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑｾｯﾄ　子ども（4歳～中学生）500円　大人1,000円
　※コロナの影響により一部展示が利用できないため、令和2年6月～以下の金額で対応中
　　　　　　　展示　子ども（4歳～中学生）200円、大人400円
　　　　　　　ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ　子ども（4歳～中学生）280円　大人560円
　　　　　　　展示・ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑｾｯﾄ　子ども（4歳～中学生）400円　大人800円

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 4.豊かな暮らしを育む健康長寿のまちづくり

節 3.安心できる出産、子育て環境の整備

施策 2.子育て支援・児童福祉
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事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

1,700 2,040

0.34 人 2,380

0 時間

127,811 102,078 116,515

時間 0

118,555

0

0.25 人 1,700 0.30 人 2,040

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2 3,701

130,059 103,776 114,854

132

130,191 103,778 118,555

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

130,191 103,778

財源合計

2,380

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

令和３年度は新型コロナウイルスの影響による休館はなく、開館日数の目標は達成した
が、引き続き人数制限及び開館時間の短縮を行って運営しているため、年間入館者数につ
いては目標に達しなかった。

官民連携の
可能性

方法

民間への委
託が可能

今後の
取組方針

民間運営によるメリットを最大限に生かし、新たな企画等積極的に取り入れ入館者数増を狙うとともに、全
国にPRする。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

令和元年度に常設展示の更新を行ったが、開館以来20年以上経過し、開館当時から更新していない設備
もあり、故障しても部品の生産が終了し修理等ができな状況であることから、老朽化している設備の更新を
計画的に行っていく必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

年間入館者数

～令和 年度 令和

管理運営については、民間のノウハウを活用するため、引き続き指定管理者制度による管
理運営を行っていきたい。

40.1 78.1

目標

実績

62,515

80,000 80,000

101.3

32,051

80,000

新型コロナウイルス感染予防のため、状況に応じ人数制限及び開館時間を短縮して運営している。

令和 3

年間開館日数

％ 達成率

日

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

315

75.9

単位

319

315 315

令和 2 令和 4 年度

239


